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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．第48期の１株当たり配当額には、特別配当１円を含んでおります。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成17年 
３月21日 

至平成17年 
９月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成18年 
９月20日 

自平成19年 
３月21日 

至平成19年 
９月20日 

自平成17年 
３月21日 

至平成18年 
３月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成19年 
３月20日 

売上高 （千円） 4,594,693 5,284,806 5,762,247 9,564,152 11,429,142 

経常利益 （千円） 24,913 92,220 94,763 51,966 269,183 

中間（当期）純利益 （千円） 17,070 37,253 64,288 21,077 106,503 

持分法を適用した場合の投

資損益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 611,650 611,650 611,650 611,650 611,650 

発行済株式総数 （株） 4,411,000 4,411,000 4,411,000 4,411,000 4,411,000 

純資産額 （千円） 1,822,320 1,838,455 1,930,622 1,834,437 1,907,089 

総資産額 （千円） 5,070,103 5,273,212 5,710,670 5,044,728 6,005,591 

１株当たり純資産額 （円） 414.32 418.24 439.46 417.18 433.91 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） 3.88 8.47 14.63 4.79 24.23 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 7.0 8.0 

自己資本比率 （％） 35.9 34.9 33.8 36.4 31.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 329,093 △2,964 409,738 208,311 △442,882 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △31,577 △22,926 △4,778 △54,539 △26,133 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 25,422 78,862 △285,662 △195,044 578,600 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 823,105 511,865 687,776 458,894 568,479 

従業員数 （人） 167 169 174 165 170 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であります。 

(2)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月20日現在

従業員数（人） 174 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業業績の回復による設備投資の拡大や雇用情勢の改善により、回復基

調を辿りました。一方、銅地金等原材料価格並びに原油価格の高騰が長期化しており、加えて金利上昇懸念等先行

きに不透明感が拭えない状況が続いております。 

 こうした情勢の中で、当社業績は前期から引き続き好調に推移しております。当中間会計期間の売上高は5,762

百万円（前年同期比9.0％増）となりました。利益面につきましては、売上が好調に推移したこと、債権管理を強

化したことにより不良債権の発生を極力抑えられたため、営業利益は38百万円（前年同期比3.7％増）、経常利益

は94百万円（前年同期比2.8％増）、中間純利益は64百万円（前年同期比72.6％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、以下に記載のキャッシュ・フロ

ーにより687百万円となり前事業年度末と比べて119百万円増加いたしました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は409百万円（前年同期は2百万円の支出）となりました。これは主に、売上債権の

資金化によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は4百万円（前年同期比79.2％の減少）となりました。これは主に、営業所建物の

改修と、発注システム一部更新によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は285百万円（前年同期は78百万円の収入）となりました。これは主に、短期借入

金の返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）商品販売実績 

 当中間会計期間の商品販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前年同期比（％） 

照明器具類（千円） 882,884 108.4 

電線・パイプ類（千円） 1,576,928 112.1 

開閉器・盤・制御機器類（千円） 1,083,368 110.4 

家電・住設・弱電機器類（千円） 902,733 98.4 

その他（千円） 489,734 106.9 

合計（千円） 4,935,649 107.8 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前年同期比（％） 

照明器具類（千円） 1,030,553 109.4 

電線・パイプ類（千円） 1,854,325 112.4 

開閉器・盤・制御機器類（千円） 1,245,118 112.1 

家電・住設・弱電機器類（千円） 1,041,825 101.6 

その他（千円） 590,424 106.1 

合計（千円） 5,762,247 109.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月20日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,411,000 4,411,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,411,000 4,411,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年３月21日 

 ～ 

 平成19年９月20日 

－ 4,411,000 － 611,650 － 691,950 

  平成19年９月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

愛光電気共栄会 神奈川県小田原市西大友205－２ 475 10.76 

近藤 久三 神奈川県小田原市 315 7.14 

近藤 保 神奈川県小田原市 304 6.89 

東芝ライテック株式会社 東京都品川区東品川４－３－１ 264 5.98 

渡会 敏昭 神奈川県小田原市 204 4.62 

愛光電気社員持株会 神奈川県小田原市西大友205－２ 165 3.74 

河村電器産業株式会社 愛知県瀬戸市暁町３－86 153 3.46 

スミデンアイネット株式会社 東京都北区田端６－１－１ 152 3.44 

渡会 晃 神奈川県小田原市 133 3.03 

さがみ信用金庫 神奈川県小田原市本町２－９－25 99 2.24 

計 ────── 2,265 51.34 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２．月別最高・最低株価は、平成19年４月１日から平成19年９月30日までの暦月によっております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 17,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,336,000 4,336 － 

単元未満株式 普通株式 58,000 － － 

発行済株式総数 4,411,000 － － 

総株主の議決権 － 4,336 － 

  平成19年９月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

愛光電気株式会社 
神奈川県小田原市西

大友205－２ 
17,000 － 17,000 0.38 

計 － 17,000 － 17,000 0.38 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 353 321 － 338 285 266 

最低（円） 303 294 － 300 258 220 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年３月21

日から平成19年９月20日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月20日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   511,865   687,776 568,479   

２．受取手形   1,722,964   1,843,986 2,136,742   

３．売掛金   1,375,299   1,736,764 1,846,063   

４．たな卸資産   419,929   275,944 231,101   

５．その他   92,010   80,494 122,854   

６．貸倒引当金   △60,694   △50,891 △63,047   

流動資産合計     4,061,374 77.0 4,574,074 80.1   4,842,195 80.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 277,937   262,123 268,438   

(2) 土地   437,490   415,040 415,040   

(3) その他 ※１ 65,362   44,790 47,995   

計   780,789   721,953 731,474   

２．無形固定資産   61,004   52,812 55,865   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   101,393   88,660 99,259   

(2) その他   349,802   326,206 344,402   

(3) 貸倒引当金   △81,152   △53,037 △67,606   

計   370,043   361,829 376,055   

固定資産合計     1,211,837 23.0 1,136,595 19.9   1,163,396 19.4

資産合計     5,273,212 100.0 5,710,670 100.0   6,005,591 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   373,923   437,264 393,083   

２．買掛金   854,118   888,716 872,966   

３．短期借入金   1,800,000   2,050,000 2,300,000   

４．未払法人税等   74,232   42,800 139,500   

５．賞与引当金   64,984   57,498 75,016   

６. 役員賞与引当金   －   － 5,850   

７．その他 ※２ 126,823   147,236 165,644   

流動負債合計     3,294,082 62.5 3,623,516 63.5   3,952,060 65.8

Ⅱ 固定負債           

1．退職給付引当金   99,042   108,098 101,442   

2．役員退職慰労引当金   41,631   48,432 44,999   

固定負債合計     140,674 2.6 156,531 2.7   146,441 2.4

負債合計     3,434,756 65.1 3,780,047 66.2   4,098,502 68.2

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月20日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     611,650 11.6   611,650 10.7   611,650 10.2 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   691,950     691,950     691,950    

資本剰余金合計     691,950 13.1   691,950 12.1   691,950 11.5 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   45,943     45,943     45,943    

(2）その他利益剰余
金 

                   

別途積立金   395,000     460,000     395,000    

繰越利益剰余金   82,964     116,341     152,213    

利益剰余金合計     523,908 10.0   622,285 10.9   593,157 9.9 

４ 自己株式     △5,380 △0.1   △6,113 △0.1   △5,563 △0.1 

株主資本合計     1,822,128 34.6   1,919,771 33.6   1,891,194 31.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価
差額金 

    16,327 0.3   10,851 0.2   15,895 0.3 

評価・換算差額等合
計 

    16,327 0.3   10,851 0.2   15,895 0.3 

純資産合計     1,838,455 34.9   1,930,622 33.8   1,907,089 31.8 

負債純資産合計     5,273,212 100.0   5,710,670 100.0   6,005,591 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,284,806 100.0 5,762,247 100.0   11,429,142 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,423,930 83.7 4,889,275 84.9   9,598,480 84.0

売上総利益     860,876 16.3 872,971 15.1   1,830,661 16.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    823,821 15.6 834,556 14.4   1,679,629 14.7

営業利益     37,054 0.7 38,415 0.7   151,032 1.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   78,925 1.5 82,544 1.4   167,751 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   23,759 0.5 26,196 0.5   49,601 0.4

経常利益     92,220 1.7 94,763 1.6   269,183 2.4

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 21,270 0.4   776 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,5   577 0.0 139 0.0   34,447 0.3

税引前中間（当
期）純利益 

    91,643 1.7 115,894 2.0   235,512 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  69,397   37,941 156,073   

法人税等調整額   △15,007 54,389 1.0 13,664 51,605 0.9 △27,064 129,009 1.2

中間（当期）純利
益 

    37,253 0.7 64,288 1.1   106,503 0.9

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 395,000 76,491 517,434 △4,889 1,816,144 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △30,780 △30,780   △30,780 

中間純利益           37,253 37,253   37,253 

自己株式の取得               △490 △490 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － － 6,473 6,473 △490 5,983 

平成18年９月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 395,000 82,964 523,908 △5,380 1,822,128 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月20日 残高 

（千円） 
18,292 18,292 1,834,437 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △30,780 

中間純利益     37,253 

自己株式の取得     △490 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△1,965 △1,965 △1,965 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△1,965 △1,965 4,017 

平成18年９月20日 残高 

（千円） 
16,327 16,327 1,838,455 



当中間会計期間（自平成19年３月21日 至平成19年９月20日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 395,000 152,213 593,157 △5,563 1,891,194 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立         65,000 △65,000 －   － 

剰余金の配当           △35,160 △35,160   △35,160 

中間純利益           64,288 64,288   64,288 

自己株式の取得               △550 △550 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 65,000 △35,872 29,127 △550 28,577 

平成19年９月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 460,000 116,341 622,285 △6,113 1,919,771 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月20日 残高 

（千円） 
15,895 15,895 1,907,089 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △35,160 

中間純利益     64,288 

自己株式の取得     △550 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△5,044 △5,044 △5,044 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△5,044 △5,044 23,533 

平成19年９月20日 残高 

（千円） 
10,851 10,851 1,930,622 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月21日 至平成19年３月20日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 395,000 76,491 517,434 △4,889 1,816,144 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △30,780 △30,780   △30,780 

当期純利益           106,503 106,503   106,503 

自己株式の取得               △673 △673 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － － 75,722 75,722 △673 75,049 

平成19年３月20日 残高 

（千円） 
611,650 691,950 691,950 45,943 395,000 152,213 593,157 △5,563 1,891,194 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月20日 残高 

（千円） 
18,292 18,292 1,834,437 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △30,780 

当期純利益     106,503 

自己株式の取得     △673 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△2,397 △2,397 △2,397 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△2,397 △2,397 72,652 

平成19年３月20日 残高 

（千円） 
15,895 15,895 1,907,089 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純利益   91,643 115,894 235,512

減価償却費   24,120 21,680 49,482

減損損失   － － 26,217

退職給付引当金の増減額（△は減少）   5,881 6,656 8,281

役員退職慰労引当金の増減額（△は減
少） 

  3,763 3,433 7,130

貸倒引当金の増減額（△は減少）   7,965 △26,724 △3,228

賞与引当金の増減額（△は減少）   10,984 △17,518 21,016

役員賞与引当金の増減額（△は減少）   － △5,850 5,850

受取利息及び配当金   △2,484 △2,561 △4,809

支払利息   5,118 11,421 13,066

投資有価証券売却益   － △2,401 △776

有形固定資産除却損   － 139 8,229

受取手形増減額（△は増加）   △250,449 292,756 △664,228

売掛金増減額（△は増加）   231,419 109,299 △239,344

商品増減額（△は増加）   △153,942 △44,842 34,885

前払費用増減額（△は増加）   △5,559 △1,509 △1,137

未収入金増減額（△は増加）   2,270 27,840 △18,015

その他流動資産増減額（△は増加）   12,436 1,078 11,302

破産・更生債権等の増減額（△は増
加） 

  △7,878 20,155 △2,844

支払手形増減額（△は減少）   △52,202 44,181 △33,043

買掛金増減額（△は減少）   90,251 15,750 109,099

未払金増減額（△は減少）   △10,455 7,198 8,682

未払費用増減額（△は減少）   1,098 △1,751 2,101

未払消費税等増減額（△は減少）   △5,245 △25,858 15,884

預り金増減額（△は減少）   15,168 2,397 14,612

その他   2,733 879 429

小計   16,634 551,742 △395,643

利息及び配当金の受取額   2,714 3,009 4,530

利息の支払額   △6,149 △11,311 △14,195

法人税等の支払額   △16,164 △133,702 △37,573

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,964 409,738 △442,882

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による支出   △15,358 △6,909 △16,656

無形固定資産の取得による支出   △7,130 △4,131 △10,295

投資有価証券の売却による収入   － 4,776 2,367

投資有価証券の取得による支出   △193 △182 △370

その他   △244 1,668 △1,179

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △22,926 △4,778 △26,133

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額（△は減少）   310,000 △250,000 810,000

社債償還による支出   △200,000 － △200,000

自己株式の取得による支出   △490 △550 △673

配当金の支払額   △30,647 △35,112 △30,725

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  78,862 △285,662 578,600

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△
は減少） 

  52,971 119,296 109,584

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   458,894 568,479 458,894

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 511,865 687,776 568,479

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法を採用しておりま

す。 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

     同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

(2)たな卸資産 

商品 

 移動平均法に基づく原価法

を採用しております。 

(2)たな卸資産 

同左 

  

(2)たな卸資産 

同左 

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

(1)有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

① 平成10年３月31日以前に取

得したもの 

旧定率法によっております。 

② 平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得し

たもの 

旧定額法によっております。 

③ 平成19年４月１日以降に取

得したもの 

定額法によっております。 

建物以外 

① 平成19年３月31日以前に取

得したもの 

旧定率法によっております。 

② 平成19年４月１日以降に取

得したもの 

定率法によっております。 

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成19年３

月30日政令第83号））に伴い、

平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更して

おります。 

 これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比

べ、販売費及び一般管理費が145

千円増加し、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益がそれぞ

れ同額減少しております。   

  

(1)有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。  

  

  

(2)無形固定資産…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2)無形固定資産…定額法 

      同左 

(2)無形固定資産…定額法 

      同左 

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

３．引当金の計上基準 

  

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  

  

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

  

  

(3)役員賞与引当金 

   ───── 

(3)役員賞与引当金  

    ───── 

  

(3)役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支出に備えて、当事業年度末に

おける支給見込額に基づき計上

しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第４号）を適用し

ております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が5,850千円減少

しております。 

  

  

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  

  

(5)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 消費税等の会計処理について 

同左 

 消費税等の会計処理について 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,838,455千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

           ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。従来の資本の

部の合計に相当する金額は同額であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間末 
（平成18年９月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月20日） 

前事業年度末 
（平成19年３月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

907,943千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

812,239千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

799,302千円 

※２ 消費税等の扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の扱い 

同左 

※２ 消費税等の扱い 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,231千円

仕入割引 71,156千円

受取利息 1,393千円

仕入割引 77,610千円

受取利息 2,544千円

仕入割引  152,636千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5,118千円

売上割引 14,996千円

支払利息 11,421千円

売上割引 14,552千円

支払利息 13,066千円

売上割引   30,971千円

 



前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

───── 貸倒引当金戻入額 18,868千円

投資有価証券売却益 2,401千円

投資有価証券売却益 776千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 577千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 139千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 8,229千円 

減損損失 26,217千円 

※５ 減損損失 

───── 

※５ 減損損失 

───── 

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上して

おります。 

 当社は、事業用資産については主に独立

した会計単位である営業所単位で、遊休資

産については個別物件単位で、資産のグル

ーピングを行っております。 

 事業用資産のうち、営業活動から生ずる

キャッシュ・フローが継続してマイナスと

なっている営業所について、回収可能価額

の見積りが僅少であることから全額を減損

損失として計上しております。 

 地価が下落している遊休資産について

は、減損処理の要否を検討し、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しておりま

す。なお、遊休資産の回収可能価額は不動

産鑑定士による評価額をもとに正味売却価

額により測定しております。 

 減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

場 所 用 途 種 類 減損損失 

横須賀市
事業用

資産 

建物附属 

設備 

什器備品等 

 3,767千円

富士宮市
遊休 

資産 
 土地 22,450千円

 合計 26,217千円

  事業用資産 遊休資産 

建   物  2,199千円  －千円

構 築 物  442千円  －千円

車輌運搬具  59千円  －千円

工具器具備品 1,066千円  －千円

土   地  －千円  22,450千円

合   計  3,767千円  22,450千円

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 17,125千円

無形固定資産 6,994千円

有形固定資産   14,495千円

無形固定資産 7,184千円

有形固定資産 35,444千円

無形固定資産  14,038千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,500株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,900株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,411,000 － － 4,411,000 

合計 4,411,000 － － 4,411,000 

自己株式        

普通株式 （注） 13,820 1,500 － 15,320 

合計 13,820 1,500 － 15,320 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 

定時株主総会 
普通株式 30,780 7 平成18年３月20日 平成18年６月16日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,411,000 － － 4,411,000 

合計 4,411,000 － － 4,411,000 

自己株式        

普通株式 （注） 15,920 1,900 － 17,820 

合計 15,920 1,900 － 17,820 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 

定時株主総会 
普通株式 35,160 8 平成19年３月20日 平成19年6月15日 



前事業年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,411,000 － － 4,411,000 

合計 4,411,000 － － 4,411,000 

自己株式        

普通株式 （注） 13,820 2,100 － 15,920 

合計 13,820 2,100 － 15,920 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 

定時株主総会 
普通株式 30,780 7 平成18年３月20日 平成18年６月16日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月15日 

定時株主総会 
普通株式 35,160 利益剰余金 8 平成19年3月20日 平成19年6月15日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

（平成18年９月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 511,865 

現金及び現金同等物 511,865 

（平成19年９月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 687,776

現金及び現金同等物       687,776

（平成19年３月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 568,479

現金及び現金同等物 568,479

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 36,324千円

１年超 64,017千円

合計 100,342千円

１年内 39,079千円

１年超     70,259千円

合計    109,338千円

１年内 35,577千円

１年超    56,042千円

合計    91,619千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月20日現在） 

  

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

3.その他有価証券で時価のあるもの 

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月20日現在） 

  

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

3.その他有価証券で時価のあるもの 

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1) 株式 28,522 57,719 29,196 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 36,558 34,574 △1,984 

合計 65,081 92,293 27,211 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

    

(1) 満期保有目的の債券   

  私募債 8,000 

(2) その他有価証券   

非上場株式 1,100 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1) 株式 27,574 48,568 20,994 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 34,200 31,291 △2,909 

合計 61,774 79,860 18,085 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

    

(1) 満期保有目的の債券   

  私募債 8,000 

(2) その他有価証券   

非上場株式 800 



前事業年度末（平成19年３月20日現在） 

  

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

3.その他有価証券で時価のあるもの 

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日）、当中間会計期間（自 平成19年３月21

日 至 平成19年９月20日）及び前事業年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1) 株式 27,408 54,470 27,062 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 36,558 35,988 △569 

合計 63,967 90,459 26,492 

  貸借対照表計上額（千円） 

    

(1) 満期保有目的の債券   

  私募債 8,000 

(2) その他有価証券   

非上場株式 800 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１株当たり純資産額 418円24銭

１株当たり中間純利益

金額 
8円47銭

１株当たり純資産額  439円46銭

１株当たり中間純利益

金額 
14円63銭

１株当たり純資産額  433円91銭

１株当たり当期純利益

金額 
24円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日)

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日)

中間（当期）純利益（千円） 37,253 64,288 106,503 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
37,253 64,288 106,503 

期中平均株式数（千株） 4,396 4,394 4,395 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第48期）（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日）平成19年６月15日関東財務局長に提出 

 (2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年３月29日関東財務局長に提出 

事業年度（第47期）（自 平成17年３月21日 至 平成18年３月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

 (3)臨時報告書 

平成19年４月11日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月22日

愛光電気株式会社      

取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小口 光義  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野島  透  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛光電

気株式会社の平成18年３月21日から平成19年３月20日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成18年３月21日から平成

18年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、愛光電気株式会社の平成18年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月21日

から平成18年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

     

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年11月20日

愛光電気株式会社      

取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小口 光義  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 野島  透  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる愛光電気株式会社の平成19年３月21日から平成20年３月20日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成19年３月21

日から平成19年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、愛光電気株式会社の平成19年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年３月21日

から平成19年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

     

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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